
（1）容器包装リサイクル

　容器包装廃棄物は家庭から排出されるごみのう

ち容積比で約60%を占めると推定され、その中に

はリサイクル可能な資源が多く含まれています。

　これら廃棄物を適正処理し、資源の有効利用を

図るため、平成９年４月に「容器包装に係る分別

収集及び再商品化の促進等に関する法律」（容器

包装リサイクル法）が完全施行されました。

　当初、分別・収集等の対象は７品目でしたが、

平成12年４月に「段ボール」、「その他プラスチッ

ク製容器包装」（その他プラスチック）、「その他紙

製容器包装」（その他紙）が加わり、現在は10品

目が対象となっています。

　この法律では、消費者、市町村、事業者に次の

ような役割を定めています。

●消費者…分別して排出する

●市町村…分別して収集する

●事業者…容器包装廃棄物の再商品化を行う

　県内市町村における分別収集の状況については、

図2－5－2－1のとおりで、「その他紙」や「白色トレイ」

などの収集は一部の市町村のみですが、「茶色ガラス」

や「ペットボトル」などは全市町村で収集されるなど、

多くの品目で分別収集が行われています。

　平成27年度の対象品目毎の分別収集量（図2－

5－2－2）は、全体として横ばいか減少傾向でした。

　また県では、平成25年８月に、平成26年度か

ら30年度までの５年間を計画期間とする、「第7期

群馬県容器包装廃棄物分別収集促進計画」を策定

し、市町村と協力して容器包装廃棄物の分別収集

の一層の促進を図っています。

  第２節　地域の循環資源を活かすリサイクルの推進

第１項　民間の回収・処理ルートの整備
１　　県民が利用しやすい資源ごみの回収方法、回収ルートの開拓

図2－5－2－1　容器包装リサイクル法に基づく分別収集実施市町村の状況（品目別） （単位：％）
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図2－5－2－2　市町村の容器包装廃棄物分別収集量（品目別） （単位：ｔ）
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表2－5－2－1　県内の指定引取場所における廃家電の品目別引取台数（単位：千台） 表2－5－2－2　県内市町村における小型家電回収実施状況

年度 エアコン
テレビ

（ブラウン管式）
テレビ

（液晶・プラズマ式）
冷蔵庫
冷凍庫

洗濯機
衣類乾燥機

計

22 56 371 10 64 60 561
23 46 161 9 58 66 340
24 39 40 7 55 61 202
25 52 35 11 59 70 227
26 42 30 14 50 62 197
計 235 637 51 286 319 1,527

年度 25 26 27
実施市町村数 23 27 30
実施市町村割合 65.7% 77.1% 85.7%
実施人口割合 73.4% 87.1% 96.1%

　使用済小型電子機器等は、有用金属が多く含まれていることから、都市にある鉱山という意味で、「都
市鉱山」とも言われています。この都市鉱山に埋もれた資源をリサイクルし、有効に活用するために、
平成25年４月に「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（小型家電リサイクル法）が施
行されました。この法律の対象になっているのは、携帯電話、デジタルカメラ、ヘアードライヤーやゲ
ーム機など身近な小型電子機器の28品目です。具体的な回収方法や品目は市町村ごとに異なりますので、
決められたルールに従って、貴重な資源のリサイクルに御協力をお願いします。
　なお、不要になった家電製品を処分するときは、不適正な処理が行われる可能性があるので、トラッ
クや空き地などで、無許可で不用品回収を行っている業者には渡さないでください。

小型家電リサイクルについてコラム

（2）家電リサイクル

　家庭用として製造・販売されたテレビやエアコ

ン等の適正処理及び資源の有効利用を目的に、平

成13年４月に「特定家庭用機器再商品化法」（家

電リサイクル法）が施行されました。

　この法律では、消費者、小売業者、製造業者等

に次のような役割を定めています。

　●消費者………小売業者等への引渡し

　　　　　　　　リサイクル料金の負担

　●小売業者……消費者からの引取り

　　　　　　　　製造業者等への引渡し

　●製造業者等…廃家電の引取り

　　　　　　　　リサイクルの実施

　当初、リサイクルの対象品目は、エアコン、ブ

ラウン管式テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機の４

品目でしたが、平成21年４月から液晶・プラズ

マ式テレビ、衣類乾燥機が対象品目に追加されま

した。

　また、平成27年４月には、ブラウン管式テレ

ビ以外の再資源化率が引き上げられ、更なるリサ

イクルの推進、廃棄物の減量と資源の有効利用が

図られることになりました。

　県内の廃家電の指定引取場所5箇所における引

取台数は、表2－5－2－1のとおりで、法施行後、

廃家電の収集やリサイクルは概ね順調に行われて

います。

　廃家電を処分する場合は、購入した小売店に持

ち込むなど適正に処理する必要があります。一方

で、不法投棄される廃家電もあります。そのため、

県や市町村では未然防止対策として、パトロール

の実施や日本郵便株式会社等との不法投棄の情報

提供に関する協定の締結、広報媒体を使った適正

処理の周知等の取組を行っており、不法投棄台数

は減少傾向にあります。

（3）小型家電リサイクル

　使用済小型電子機器等に含まれている、有用資

源のリサイクル等を目的に、平成25年４月に「使

用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

律」（小型家電リサイクル法）が施行されました。

　この法律では、消費者、小売業者、自治体等に

次のような役割を定めています。

　●消費者………自治体のルールに従って排出

　●小売業者……補完的に自治体の回収に協力

　●自治体……… 回収方法、対象品目を選定して

収集認定事業者への引渡し

　●認定事業者…業務区域内で引取り、適正処理

　リサイクルの対象品目は、携帯電話、デジタル

カメラ、ヘアードライヤーやゲーム機など身近な

小型電子機器の28品目です。

　具体的な回収方法や対象品目は市町村により異な

っていますが、県内の市町村における回収実施状況

は表2－5－2－2のとおりで、回収を実施している

市町村、人口割合とも年々増加しています。

　県では、さらにリサイクルが進むよう、広報媒

体を使った周知や市町村に対する情報提供、技術

的支援等を行っていきます。

（注） 各項目で四捨五入しているため、合計が一致しな
い場合があります。
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　県では、産業廃棄物の再生利用を行う施設を整

備しようとする事業者を対象とした融資制度（産

業廃棄物処理施設整備資金）を設け、支援等を行

っています。

　平成27年度の融資実績は、中間処理施設の１

件で24,500千円でした。

１　　循環資源の積極的な利用促進

第２項　リサイクル関連産業の振興

　資源を有効に活用し循環を基調とした社会を構

築するためには、環境への負荷が少ないものを意

識して購入する、いわゆる「グリーン購入」を促

進し、需要面から環境物品等の市場拡大を図るこ

とが必要です。

　そのため、平成12年度に「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）

が制定され、国や地方公共団体は、率先して環境

物品等の調達に努める旨が規定されました。

　県では、平成13年６月に「循環型社会県庁行

動プラン－エコＤｏ！－」を策定し、県庁の行政

事務に必要な物品等の購入にあたって、グリーン

購入達成率100％を目標に取り組んできました。

平成23年度に策定した「群馬県地球温暖化対策

実行計画（事務事業編）」においても、引き続き

グリーン購入100％を目標に取り組んでいます。

　平成27年度のグリーン購入実績については、

表2－5－2－3のとおりです。

　家電製品等については予算の都合上、また、作

業用手袋については、消耗が激しいため安価なも

のを優先的に購入したり、求める仕様とグリーン

購入基準を満たす製品がなかったため、実績が低

くなっています。

　グリーン購入について更に周知を図るとともに、

より環境に配慮されたものを選択していくことが

課題です。

２　　グリーン購入の推進

表2－5－2－3　特定品目におけるグリーン購入実績

表2－5－2－4　主要特定品目のグリーン購入実績推移 （単位:％）

品　　　　　目 単位
平成27年度購入 実績（％）

（B/A）総購入量（A） 基準を満たす購入量（B）
紙類（コピー用紙） （枚） 105,427,302 105,290,152 99.9%
事務用品類 （円） 45,001,427 42,882,967 95.3%
外注印刷物 （円） 45,291,941 41,878,753 92.5%
家具機器類 （台） 1,598 1,500 93.9%
OA機器 （台） 71,296 68,809 96.5%
家電製品等 （台） 42 37 88.1%
照明 （台） 6,407 5,960 93.0%
自動車（関連機器含） （台） 345 311 90.1%
消火器 （台） 232 232 100.0%
制服・作業服 （着） 2,053 1,954 95.2%
インテリア・寝装寝具 （枚） 202 191 94.6%
作業用手袋 （組） 8,242 6,727 81.6%
役務 （個） 3,477 3,455 99.4%
その他繊維製品 （個） 3,691 3,655 99.0%
防災装備品 （個） 5,047 4,964 98.4%
携帯電話 （台） 1 1 100.0%

品　　　目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
紙類（コピー用紙） 99.7 99.6 98.3 99.4 99.9
事務用品類 72.7 95.9 92.0 95.3 95.3
外注印刷物 88.7 63.6 78.3 98.2 92.5

※数値は、グリーン購入基準を満たす購入量を総購入量で除し、％で表示したもの
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（1）農業用廃資材の適正処理と有効利用の推進

　農業生産に伴って排出される使用済みのプラス

チック等の廃資材は、排出者である農業者の責任

で適正に処理する必要があります。

　しかし、各農家から排出される農業用廃資材は

少量であり、適正かつ効率的な農業用廃資材処理

の体制を整える必要があります。

　また、廃資材について、可能な限り再資源化を図

ることにより、資源循環型社会の構築に寄与すると

ともに、農村環境の保全を図る必要があります。

ア　農業用廃資材の処理方法

　農業用使用済プラスチック類の処理は、リサ

イクルを基本とし、下記の方法による処理を推

進しています。

ａ 　廃塩化ビニールの場合、マテリアルリサ

イクル（再生原料に加工後、フィルム、肥

料袋等に再生）及びフィードストックリサ

イクル（塩酸化と高炉原料化）

ｂ 　廃ポリエチレンの場合、サーマルリサイ

クル（火力発電の代替燃料、セメント還元

剤等）及びマテリアルリサイクル（再生原

料に加工後、フィルム、肥料袋等に再生）

（2）地域協議会

　農業用廃資材の再生処理の推進や適正処理の啓

発を行うとともに、農業用使用済プラスチック類

など農業用廃資材の回収体制を整備するため、地

域協議会を設立し活動しています。

　平成27年度現在、群馬県内に22協議会が設立

され、活動しています。

（3）処理に対する助成

　平成25年度から27年度まで、放射性物質の影

響を受けた農業用廃資材の処理を行う場合に、県

費補助を行いました。（処理費の1/4以内）

　また、地域協議会が行う農業用廃資材の適正処

理活動に係る経費の一部補助を行っています。

（50,000円を限度に経費の1/2以内）

　廃石膏ボードは産業廃棄物として、管理型の最

終処分場で処分されています。しかし、処分場の

数は少なく、その処分には、多額の費用がかかっ

ています。

　この廃石膏ボードを再資源化し、循環型社会構

築を図るため、平成22年度から群馬大学との共

同研究により、廃石膏ボードを焼成乾燥させるこ

とによって生成される「半水石膏」の公共工事へ

の利用を進める取組を行っています

　半水石膏の使用状況は、表2－5－2－5のとお

りです。

３　　廃プラスチックをはじめとする農業用廃資材の適正処理と有効利用の推進

４　　廃石膏ボードの再生利用の促進（半水石膏路床改良工）

表2－5－2－5　半水石膏の使用状況

年度 26 27

半水石膏使用量 473.9t 423.5t
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（1）バイオマスについて

　バイオマスとは生物資源（bio）の量（mass）

を表す概念で、動植物に由来する有機性資源（石

油などの化石資源を除く）のことです。

　バイオマスは、植物が成長過程で光合成により

大気中の二酸化炭素を固定して作り出した有機物

に由来するため、燃焼しても実質的には大気中の

二酸化炭素を増加させることにはなりません。こ

のように二酸化炭素の増減に影響を与えない性質

のことを「カーボンニュートラル」といいます。

そのため、バイオマスは、化石燃料に代替する再

生可能エネルギーとして注目されています。

（2）群馬県バイオマス活用推進計画

ア　策定の趣旨

　平成21年９月に「バイオマス活用推進基

本法」が施行され、平成22年12月には、国

の「バイオマス活用推進基本計画」が策定さ

れました。

　これを受け、県では、県の取組方針、バイ

オマスの種類ごとの利用量及び利用率の目標

を定めた「群馬県バイオマス活用推進計画」

を平成24年３月に策定しました。

イ　基本目標、基本理念

　当計画では、平成22年度のバイオマス全体

の利用率71％（炭素換算）を平成33年度には、

81％まで高めることを基本目標としていま

す。（表2－5－2－6）

　また、豊富に存在するバイオマスを有効活

用した地域循環型システムを構築し、新たな

技術の開発と産業の育成により、環境負荷の

少ない低炭素・循環型社会を実現する『バイ

オマス先進県ぐんま』を目指すことを基本理

念としています。

ウ　重点事項

　本県は畜産業が盛んなため畜産バイオマス

が豊富に存在しています。しかしながら、そ

のほとんどが肥料として利用されているため

供給過剰となり地域内での消費が困難になっ

ています。

　また、本県は県土面積の2/3を森林が占め

る「関東一の森林県」であり、木質バイオマ

スが豊富に存在していますが、間伐材等の林

地残材はほとんど利用されていません。

　以上のことから、本県の更なるバイオマス

の活用推進を図るため、「畜産資源のエネルギ

ー利用の促進」及び「林地残材利用の推進」を、

重点的に取り組む事項としています。

（3）バイオマス活用の推進

　本県では、バイオマス活用推進計画の基本理

念・基本目標の達成を目指して、学識経験者・市

民活動団体・NPO・事業者・行政から構成され

る「群馬県バイオマス活用推進委員会」を中心に、

県庁各部局で構成される「群馬県バイオマス利活

用推進連絡会議」と協力・連携し、持続可能な低

炭素・循環型社会の実現に向けた取組を総合的・

計画的に推進します。

１　　バイオマス活用推進計画の推進

第３項　バイオマス活用システムの構築
バイオマス利用率 79％
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種　　別
計画策定時（2010年度:平成22年度） 現状（2014年度:平成26年度） 目標（2021年度:平成33年度）

賦存量（t） 利用量（t） 利用率（%） 賦存量（t） 利用量（t） 利用率（%） 賦存量（t） 利用量（t） 利用率（%）

1.農業資源

①わら類 41,303 40,215 97 45,012 43,909 98 36,013 36,013 100

②もみ殻 4,197 3,777 90 5,130 4,489 88 3,634 3,634 100

③条桑育残さ 1,965 1,965 100 854 854 100 613 613 100

④収穫残さ 18,945 18,311 97 16,538 16,047 97 19,506 19,506 100

⑤剪定枝 8,615 3,246 38 5,831 3,056 52 8,040 6,030 75

2.畜産資源 ⑥家畜排せつ物 185,524 145,256 78 181,155 141,835 78 185,239 146,587 79

3.木質資源Ⅰ
⑦林地残材 48,874 ほとんど未利用 － 29,713 11,360 38 29,936 8,876 30

⑧製材残材 10,692 10,324 97 10,767 9,660 90 12,108 12,108 100

4.木質資源Ⅱ ⑨建設発生木材 39,187 31,834 81 34,431 30,997 90 34,035 30,645 90

5.食品資源

⑩動植物性残さ 7,975 6,145 77 7,888 6,705 85 7,760 6,612 85

⑪事業系生ごみ 2,546 1,963 77 2,450 1,937 79 1,910 1,528 80

⑫家庭系生ごみ 6,898 5,286 77 6,701 5,270 79 6,429 5,143 80

6.排水資源Ⅰ
⑬下水汚泥 9,123 8,338 91 9,005 8,798 98 11,067 10,115 91

⑭し尿・浄化槽汚泥 3,949 115 3 3,674 44 1 3,911 113 3

7.排水資源Ⅱ ⑮農業集落排水汚泥 325 273 84 351 231 66 378 337 89

合　　　計 390,118 277,048 71 359,500 285,192 79 380,701 308,510 81

表2－5－2－6　バイオマス賦存量及び利用量（炭素換算）（平成26年度）

　生ごみは、家庭から排出される可燃ごみの３割

以上を占めています。生ごみの主なバイオマス利

用の現状は、焼却施設での熱回収です。

　現在、家庭から排出される生ごみを活用して堆

肥等にリサイクルしている自治体もあります。

　今後は、堆肥化に加え飼料化やバイオマスエネ

ルギー利用など、多様で質の高いバイオマス利活

用が期待されます。

　平成26年度の家庭から排出される生ごみのバ

イオマス利用率(炭素換算)は79％でした。

２　　生ごみのバイオマス活用率の向上

　木質バイオマスの利用は、森林資源の有効活用

や木材需要の拡大だけでなく、高齢化や労働人口

流出等の課題を抱える山村地域にとって、新たな

雇用創出や産業振興にもつながることが期待され

ています｡

　特に、地域資源である地元の森林から産出され

る未利用な低質材を、木質バイオマスエネルギー

として地元で発電や熱に利活用する「地産地消」

の取組は、持続可能な森林資源を活用した循環型

社会づくりにつながることから、それらの取組を

支援します｡

３　　木質バイオマスの利用促進
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（1）食品リサイクル法

　平成13年５月に施行された「食品循環資源の

再生利用等の促進に関する法律」（食品リサイク

ル法）では、食品製造等で生じる加工残さ、売れ

残りや食べ残し等の「発生抑制」を行い、発生し

た食品廃棄物等については、飼料や肥料として

「再生利用」に取り組む事で、廃棄処分を減らす

とともに、環境負荷の少ない循環型社会の構築を

目指しています。

　平成24年４月からは食品関連事業者を16の業

種に設定し、各業種ごとに食品廃棄物等の発生量

の目標値を設定しました。

　これを契機にフードチェーン全体における「発

生抑制」の取組の更なる推進が期待されています。

（2）食品リサイクルの推進

　食品廃棄物の再生利用を促進していくために、

国は地域における食品廃棄物等のリサイクルの実

践、リサイクル技術の普及等の取組に対しての支

援を行うほか、年間100トン以上の食品廃棄物を

発生させている食品関連事業者に対しては定期報

告義務を設け、再生利用等の取組を確保するため

その把握に努めています。

　また県では、企業に対して認定制度や補助制度

の紹介を行うなど国と連携して、食品リサイクル

の普及促進を図っています。

　公共事業で発生する木くず（建設発生木材）に

ついて、再資源化を図り、有効利用することを促

進します。

　「建設発生木材」のチップ化による、木質ボード、

堆肥等の原材料として利用、また、これらのチッ

プ化による利用が、技術的に困難な場合や環境へ

の負荷の程度等から適切で無い場合には、燃料と

して利用を促進します。

　建設発生木材の再資源化状況は、表2－5－2－

7のとおりです。

４　　食品リサイクルの推進

５　　建設発生木材の再資源化

表2－5－2－7　建設発生木材の再資源化状況

平成12年度実績
（2000年）

平成17年度実績
（2005年）

平成20年度実績
（2008年）

平成24年度実績
（2012年）

再資源化率 19.8％ 66.2％ 81.2％ 90.1％

再資源化・縮減率 82.3％ 92.8％ 91.9％ 93.8％

※建設副産物実態調査結果より
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